
 

 

今回は、被相続人が単独で所有する住居専用住宅に配偶者居住権を設定する場合に、遺言書が残されていなかったため、

遺産分割協議が調うまでに一定の時間を要した場合の評価額について確認します。 

【設例】 

1. 被相続人（父） 

 甲野太郎（令和2年7

月20日死亡） 

2. 相続人（母・長男） 

甲野花子（昭和 24 年

12月12日生まれ）・

長男 

3. 相続財産（住居専用住宅） 

①居住用不動産（土地・3,000万円） 

②建物（1,000万円・木造・平成27

年12月1日築） 

4. 遺産分割 

母は配偶者居住権を、長男は

居住用不動産（負担付所有権）

を、令和3年8月1日に取得 

 

 
                                             

 この設例の場合、相続開始日は令和2年7月20日ですが、遺産分割協議が調い配偶者居住権を設定した日が令和3

年8月1日となっています。そのため、配偶者居住権等を評価する場合には、建物の経過年数や配偶者居住権の存続年数

等については、令和3年8月1日を基準に判定することに留意しておかなければなりません。 

（文責：山本和義） 
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